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経済国際化と日本の住宅 ・林業問題

菊　間　　　満

１． 居住の主権と資源の分権的管理

　木造建築を中心とした我が国の住宅供給は，軸組工法（在来工法）自身の変化と非軸組工法

（プレハブ，ツーバイフォー）の拡大により伝統的なスタイルを変えつつあるが，衣 ・食に比較して

みたとき，相対的に伝統的な生活様式を強く保持しつつ展開してきた。こうした展開のおもな要

因は，第１に木造建築を支える世界的にみても高い技術を有する建築関係労働者（職人）の量的

な豊富さ，第２にスギ，ヒノキといっ た国産材（森林資源）の質的高さと量的豊富さにあ った 。

また，第３にアジアモンスーン帯の東端に位置するといっ た多雨と高湿度の気侯条件が密閉型で

ない開放型の住宅を必要としたことも重要な事実である 。

　ところで，１９８５年以降，アメリカは我が国の住宅市場の開放を強く要求してきた。衣 ・食につ

いで住に関しても ，戦後のパクスアメリカーナ政策の一環または総決算として，アメリカ型エル

ネキー多消費の生活スタイルを我が国に要求し，住宅建築木材に関する国内の諸法規，諸制度 ，

補助金などについての変更を，「規制緩和」を軸に強引に押し通してきた。こうした流れのなか

で， 居住に関する我が国の文化と主権は今や危機的状況にあるといっ ても過言でない 。

　さて，１９９６年６月にトルコのイスタンブールで開催された第２回国連人問居住会議（ハビタ ッ

ト１）は，第１に「居住の権利」という新しい概念を，独立した「基本的人権」として位置づけ ，

第２に「持続可能な人間居住」についても ，地球環境問題の視点からその重要性を「人間居住に

関するイスタンブール宣言」と行動指針（アジェンダ）のなかで明らかにした。また，宣言と行

動指針は，来るべき世紀は都市の世紀となるとの認識から，都市と農村の共存をはかる上では ，

国家の役割と並んで「中規模，及び小規模の地方自治体には特に焦点を当てるべきである」とし ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
、２）

そのためにも「民主的な地方自治体を通じての地方分権化」が必要であることを明らかにした 。

　人問にとっ てもっとも身近な環境問題は住宅問題であり ，環境を含めた地球上の有限な資源の

中小規模地方自治体による分権的管理の方向が，今世紀最後の国連の開催した地球規模の会議で

確認されたことは，今後の住宅 ・林業問題を考える上で重要な意義をもつものである。そしてそ

の内容は経済国際化のもとで，解体の危機にある我が国の歴史的，伝統的な住生活，住文化の再

構築を検討する上でも重要な示唆を含んでいる 。

　とくにハビタ ットアジェンダは，持続可能な人問居住について，つぎのように詳細に指摘する 。

持続不能な生産 ・消費パターン（特に先進国）の変更，天然資源の効率的かつ合理的利用の促進 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６４）



　　　　　　　　　　　　　経済国際化と日本の住宅 ・林業問題（菊間）　　　　　　　　　　　　　４１

環境上健全な技術，素材及び製品に関する教育訓練の促進，その土地固有のすべての潜在的な資

源を総動員すること ，できるかぎり現地調達できる資源に基づき現地の建築資材産業を強化する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
こと ，文化，宗教及び自然の遺産及び多様性の尊重など。すなわち，住宅供給の自給原則と国家

と地方自治体による主権確立を明らかにしていることも重要な点である 。

　小論では，以上のように資源の分権的管理と住宅供給の地域性は相互に不可欠であり ，そうし

た視角から経済国際化のもとで危機的状況にある我が国の住宅　林業問題を構造的に明らかにす

る。 また，木造住宅供給の歴史的な担い手である小規模大工 ・工務店の現状についても分析を加

え， 地域資源立地型の住宅供給の展望について明らかにする 。

２． 我が国の住宅問題の現状

　１）居住権の保障をめぐる格差の拡大

　居住権に関する格差は，依然として複雑な様相で拡大しているが，ここでは基本的な２点に限

定して分析を試みる。まず最初に，地域間の格差としてこの問題に接近することにする 。

　表一１は，家計調査における住居費（家計調査年報，総務庁統計局）の推移を１９８７年と１９９７年の対

比で明らかにしたものである。まず，都市階級別にみると ，１９８７年では小都市Ｂ（人口５万人未

満），町村，小都市Ａ（人口５万人以上１５万人未満），中都市（人口１５万人以上１００万人未満），大都市

（人口１００万人以上の市，１９８７年で札幌市，東只都区部，横浜市，川崎市，名古屋市，京都市，大阪市，神戸

市， 広島市，北九州市，福岡市，９７年も同様）の順位になり ，最小費の小都市Ｂに対する最大費の大

都市のウエイトは２ ．３５倍であ った。１９９７年には町村，小都市Ｂ，小都市Ａ，中都市，大都市の

順位に変化し，最小費の町村に対する最大費の大都市のウエイトは２１２倍となっ た。 ハフル崩壊

による家賃地代の横這い傾向を反映して若干低下したものの，大都市は依然として最高位にある 。

　この点を大都市圏についてみると ，最上位の京浜の最下位に対するウエイトは１ ．２９から１ ．５１倍

と格差は拡大している。また，地方別にみても ，地域問格差の拡大は比較的明瞭であり ，バブル

崩壊を反映し家賃地代の伸びに比較して設備修繕 ・維持費の上昇傾向が明らかである。このよう

に， 住宅居住費をめぐる地域間格差は減少せず，むしろ拡大傾向にあるとすらいえよう 。

　つぎに，格差問題を所得階層性から接近してみる。このために，所得階層別にこの問の推移を

「住宅統計調査報告」（全国編，総務庁統計局）の最低居住水準以上の世帯数と同水準未満の世帯数

の項目についてみることにする 。１９８８年では，最低居住分類が１６区分されていたため，「居住水

準以上の室数を満たしている場合」，「水準未満の室数を満たしていない場合」として大きく２区

分したが，それによれば水準未満の割合は年収５００万円以下で５５
．５％，５００万円～１ ，ＯＯＯ万円で

４６４％，１ ，ＯＯＯ万円以上で３３５％であり ，５００万円以下の割合は１ ，ＯＯＯ万円以上の１６倍であ った 。

１９９３年では最低居住水準分類が２区分となっ たが，同水準未満を所得階層別にみると ，５００万円

未満は９７％，５００万円～１ ，ＯＯＯ万円は６４％，１ ，ＯＯＯ万円以上は３３％となっ た。 その結果，５００万

円以下の割合は１ ，ＯＯＯ万円以上の２ ．９倍となり ，１９８８年に比して格差は拡大したものとみられる 。

　以上のように，居住権の格差は戦後の政府の持ち家政策をべ一スとし，加えてとくに近年の公

共住宅供給事業の縮小政策により ，地域的にも所得階層的にも縮小せず，むしろ拡大すら危倶さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６５）
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れるような状況にある 。

立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

　２）住宅の健康と安全性に対する不安の拡大

　政府は，１９６８年に住宅総数が総世帯数を上回ったことを根拠に，住宅の絶対的不足は解消し ，

「質の向上」が課題とのべている。しかし，我が国の住宅統計の不備（１戸の概念がおよそ独立した

住居といえないアパートなどを含む）が住宅数の水増しを招いていることが明らかにされており ，

我が国の住宅問題は依然として量と質の両方の問題をもっ て存在している。こうした則提にた っ
て， 住宅の質の問題を「住宅需要実態調査」（建設省住宅局，１９９３年）の「住まいに対する感じ方

（全国）」の「住宅及ぴ住環境の総合評価」についてみれは，不満を訴える「多少不満がある」と

「非常に不満がある」の合計は，１９８８年の３５ ．６％から１９９３年には３５．３％と微減を示したにすぎな

い。 質的問題は未解決であり ，その解決が急務となっ ている 。

　質的問題を「住宅の各要素に対する評価（不満率）（全国）」でみると ，第１位の「住宅の収納

スペース」についで，第２位は「住宅の遮音性や断熱性」となり ，これが現在，大手住宅産業を

中心に推進させられている「高気密 ・高断熱住宅」の一つの根拠とされる。しかし，人問の健康

を度外視した安易な「高気密 ・高断熱住宅」，すなわち近代化住宅，工業化住宅は，「室内空気汚

染， 健康住宅」といっ た住まいと健康の観点から ，「シ ックハウス症侯群」との関運が疑われて

いる。この問題は，近年大きな社会的問題となり ，解決の重要性が指摘されている 。

　「シ ソクハウス症侯群」，または「シ ソクピル症侯群」とは，建物が原因でなかにいる人たちに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）異常な症状が発生するケースであり ，世界保健機構もその存在を認めているものである。しかし ，

その量的把握は，１９９４年では７，３２３件を数える「家庭内での不慮の事故死者数」（人口動態統計
，

厚生省）とは異なり ，その量的把握はかなり困難であるが，微生物 ・ダニと室内空気汚染，住居

の湿温度管理の困難，新建材に含まれる化学物質によるアレルキー問題として把握されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 一１家計調査における

年　次
人　　口

項　　目 全　国 全都市 ５万以上
都　市　階　級

の都市 大都市 中都市 小都市Ａ 小都市Ｂ 町　村 北海道

１９８７ 住　居 １５ ，１７０ １６ ，４７０ １７ ，０９７ ２１ ，３８５ １６ ，０１５ １４ ，３６６ ９， ０９２ ９， １０７ １５ ，１１２

家賃地代 １０ ，１７８ １１ ，５６４ １２ ，１２９ １６ ，２４４ １０ ，９００ ９， ８１０ ４， ９１１ ３， ７０４ １０ ，６１６

設備修繕 ・維持 ４， ９９２ ４， ９０６ ４， ９６８ ５， １４０ ５， １１５ ４， ５５６ ４， １８１ ５， ４０３ ４， ４９６

設備材料 １， １５３ １， １６６ １， １６９ ８１７ １， １５８ １， ５５１ １， １３２ １， ０９１ ９３７

工事その他のサービス ３， ８３９ ３， ７４０ ３， ７９９ ４， ３２３ ３， ９５６ ３， ００５ ３， ０５０ ４， ３１２ ３， ５５９

１９９７ 住　居 ２２ ，３０８ ２４ ，１５８ ２４ ，９１９ ３０ ，０５２ ２３ ，６４３ ２１ ，３８３ １４ ，４２３ １４ ，１８５ １７ ，５５５

家賃地代 １３ ，２４９ １４ ，７３１ １５ ，４８３ ２０ ，６８０ １３ ，７７２ １２ ，５７１ ５， １４０ ６， ７４３ １０ ，０６６

設備修繕 ・維持 ９， ０５９ ９， ４２６ ９， ４３７ ９， ３７３ ９， ８７１ ８， ８１３ ９， ２８４ ７， ４４２ ７， ４８８

設備材料 １， ６３２ １， ７３０ １， ７２４ １， ７２９ １， ５７８ １， ９５０ １， ８００ １， ２０５ ２， １７５

工事その他のサービス ７， ４２７ ７， ６９７ ７， ７１３ ７， ６４４ ８， ２９３ ６， ８６２ ７， ４８４ ６， ２３７ ５， ３１３

８７年対比 住　居 １４７ １４７ １４６ １４１ １４８ １４９ １５９ １５６ １１６

９７年指数 家賃地代 １３０ １２７ １２８ １２７ １２６ １２８ １０５ １８２ ９５

設備修繕 ・維持 １８１ １９２ １９０ １８２ １９３ １９３ ２２２ １３８ １６７

設備材料 １４２ １４８ １４７ ２１２ １３６ １２６ １５９ １１０ ２３２

工事その他のサービス １９３ ２０６ ２０３ １７７ ２１０ ２２８ ２４５ １４５ １４９

注： 都市階級のうち，大都市とは１９８７年では札幌市，東只都区部，横浜市，川崎市，名古屋市，京都市，大阪市，神戸市 ，

　とは５万未満の都市 。
資料 ：総務庁統計局「家計調査年報（１９８７年，１９９７年）」より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６６）



　　　　　　　　　　　　　経済国際化と日本の住宅 ・林業問題（菊間）　　　　　　　　　　　　４３

この点を，たとえば横浜市が１９９６年度に実施した市民５ ，４００人を対象にしたアンケート調査にみ

ると ，「健康について現在抱えている問題」のうち，設問１１項目中，アレルギーが第１位，ダニ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
対策が第４位と高位をしめていることからも ，問題の大きさがおおよそ類推できる 。

　さて，ｒシ ックハウス症侯群」は住居の衛生問題の一環であり ，現在の住居に関連した衛生問
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
題の原因を明らかにするのは，問題解決の目Ｉ』提である。以下，諸原因を紹介する 。

　「¢アルミサ ッシの使用による気密性能が向上，　換気用小窓 ・小孔がなく自然換気不足，　

新建材の普及，　畳の上に絨毯を使用し，ダニ ・カビが発生，＠掃除しないことによるダニ ・カ

ビの発生，　殺虫剤 ・農薬の使用，¢部屋の温度と湿度の管理不良による不快，＠部屋の排気不

良と室内空気汚染の発生，　エアコン使用と機器管理の欠落，＠飲み水の安全性の確保，◎台所

の排水と環境汚染，＠ゴミ処理の問題」。 以上の１２項目中，９項目が住宅の高気密 ・高断熱化 ，

工業製品としての建築資材に起因する問題であることは極めて重要である 。

　したがって，こうした「シ ックハウス症侯群」は，政府の進めてきた「住まいの温熱環境と省

エネ論」にたつ住宅の近代化政策による高気密化 ・高断熱化住宅の増加（図一１）とほぼ並行的に

増加してきた。とくに，新築住宅の「保断熱構造化」率についてみれば，地域的には北海道が先

発し，全国的には１９７５年に３０％程度であ ったのが，現在（１９９５年，引用者）では９０％を超えるまで

　　　　　　６）
に至 っている 。

　３）建材と工法上の問題

　住宅の近代化，すなわち工業化をここでは２点に限定して分析する。第１は，もっとも自然な

建築素材としての木材使用量の変化であり ，第２は高気密 ・高断執工法と一体の関係にある住宅

設備ユニット等の導入の問題である 。

　まず，住宅１戸に使用する木材の量は，伝統的に「坪当たり（木材の）石数」と呼ばれるもの

住居費の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：円）

地　　　　方 大　者ド　市　圏

東　コヒ 関　東 」ヒ　陸 東　海 近　畿 中　国 四　国 九　州 沖　縄 京　浜 中　京 京阪神
」ヒ　州
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１１ ，９２８ １８ ，９０９ １１ ，７００ １２ ，６５３ １４ ，６００ １２ ，４６５ １０ ，７４６ １３ ，３８２ １４ ，７８７ ２０ ，Ｏ０４ １４ ，１３５ １５ ，３４１ １５ ，４４８

７， １７４ １２ ，７１６ ５， ５７４ ８， Ｏ０４ １０ ，２５４ ７， ７５５ ７， ８７２ ９， ８５５ １２ ，８００ １４ ，０９３ ９， ５９２ １１ ，１８１ １１ ，１３７

４， ７５３ ６， １９３ ６， １２６ ４， ６４９ ４， ３４６ ４， ７１０ ２， ８７３ ３， ５２７ １， ９８８ ５， ９１１ ４， ５４４ ４， １６０ ４， ３１１

１， ３４０ １， ０８０ １， ９９３ １， ４８１ ９２６ １， ３２８ ９４９ ユ、 ０２８ ５１１ １， Ｏ０６ １， ４７４ ９５２ １， ４４７

３， ４１４ ５， １１２ ４， １３３ ３， １６８ ３， ４２０ ３， ３８１ １， ９２４ ２， ４９９ １， ４７７ ４， ９０５ ３， ０７０ ３， ２０９ ２， ８６４

１４ ，２３５ ２８ ，７６１ １６ ，１４０ １６ ，１８６ ２４ ，５５９ １７ ，８８６ １９ ，０８４ １７ ，８７０ １５ ，６８２ ３０ ，Ｏ０４ １８ ，４１１ ２５ ，８５０ １９ ，４７９

７， ７８１ １７ ，８２８ ６， ２０１ １０ ，３４０ １４ ，６２６ １０ ，２６７ ９， ２４２ ９， ６８９ １３ ，６５３ １９ ，１３４ １２ ，６７６ １６ ，０３７ １２ ，６５６

６， ４５４ １０ ，９３３ ９， ９３９ ５， ８４６ ９， ９３３ ７， ６１９ ９， ８４２ ８， １８１ ２， ０２９ １０ ，８７０ ５， ７３６ ９， ８１３ ６， ８２３

１， ０９５ １， ７９３ ２， Ｏ１６ １， ２１５ １， ７６０ １， ３５６ １， ６９４ １， ４５０ １， ２２１ １， ７９３ １， ３０４ １， ６６３ １， ０８７

５， ３５９ ９， １４０ ７， ９２３ ４， ６３１ ８， １７３ ６， ２６３ ８， １４７ ６， ７３０ ８０８ ９， ０７７ ４， ４３２ ８、 ユ５１ ５， ７３６

１１９ １５２ １３８ １２８ １６８ １４３ １７８ １３４ １０６ １５０ １３０ １６９ １２６

１０８ １４０ １１１ １２９ １４３ １３２ １１７ ９８ １０７ １３６ １３２ １４３ １１４

１３６ １７７ １６２ １２６ ２２９ １６２ ３４３ ２３２ １０２ １８４ １２６ ２３６ １５８

８２ １６６ １０１ ８２ １９０ １０２ １７９ １４１ ２３９ １７８ ８８ １７５ ７５

１５７ １７９ １９２ １４６ ２３９ １８５ ４２３ ２６９ ５５ １８５ １４４ ２５４ ２００

北九州市，福岡市，中都市とは人口１５万以上の都市（大都市を除く），小都市Ａとは５万以上１５万未満の都市，小都市Ｂ

（６６７）
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図一１断熱材使用率からみた断熱構造化の推移

北海道　　　　　　　　断熱材使用率推移

　　１００

　　　　　東３ヒ　　　　　　　 ー‘‘’．一一’．’‘’’’’二’一一ラ許

　　　９０関東甲信越

使　　　　　　　　　　　　　　
！

用　　　全国計
率　　８０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ／／

％　　　　　　　／　　　　　　　　　　　 ／／
　　　　　近撃、∴ ・・

　　　 ／／ 一一 一・一一一一一一一一 一・一一一 ／

　　　７０　九ヨｌｌｌｌ　　　／／

　　　　中国 ・四国二 ／
　　　　１　シ／

　　　　　　　　　　　６０東海 ・北陸

　　　　　　　　　　　　　Ｓ．５７　　　　　　　　Ｓ．６０　　　　　　　　　Ｓ．６３　　　　　　　　　Ｈ．３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調査年度

　　　　　　　資料 ：坊垣和明「３ ．日本の住宅構造」（厚生省アレルギー総合研究事業「住宅班」『ア

　　　　　　　　　レルギーと住環境一アレルギーにならないためとアレルギー症状を軽くするため
　　　　　　　　　 の住まい方マニュ アルー』（財）ビル管理センター １９９６年，５頁より引用）

であり ，都市地域では低く ，農村 ・山村地域では高いという歴史的な傾向を示してきた。現在で

はｍ２ 当たりの木材使用量といわれる「坪当たり石数」に関し，その時系列的な実態把握は住宅

供給が規模，構造，工法，地域性，歴史性等において多様性をもつ故，かなり困難である。しか
し， １９７７年の民問機関の調査によれば，木造のうちで軸組工法住宅の使用量はＯ ．１８５ｍ３／ｍ２ で

あっ たものが，１９８５年には０１７９ｍ３／ｍ２ と若干減少し，１９９３年には０１９１ｍ３／ｍ２ と若干増加し

た。 しかし，伝統的な軸組工法住宅では，Ｏ ．２５ｍ３ ０． ３２ｍ３／ｍ２ が基本とされていることから

みると ，大きく減少したことになる。その結果，木材価格の低下と相まっ て， 木造住宅建築 コス

トにしめる木材コストは現在では木工事の構造材に限定すれは２０％程度に低下した 。

　つぎに，高気密に関連し，水回り（台所，風呂，トイレ）などを内容とする住宅設備ユニットの

導入は１９８５年から１９９０年までのわずか５年問で数量で５１６ ，６８４台，金額で８４ ，４１９（百万円）から
，

１， ３０１ ，６３８台，２７９ ，２５６（百万円）に，それぞれ２５１％，３４１％に増加した。とくに浴室ユニットに

ついてみれば，全ユニットにしめる割合は数量で６２％から６８％に，金額で６０％から７２％にまで増

加した。（通商産業省大臣官房統計調査部編『平成３年版通産統計ハンドブ ック』１９９１年）

　ちなみに，同期問の建築物着工床面積の増加は総計で１４２％，構造別では木造で１１６％，非木造

で１５４％であることから，住宅設備ユニットの導入は高水準に進んだことが明らかである。構造

別にみると非木造で，建築主別にみると会社法人で，つきに木造ではプレハフ，ツーハイフォー

の個人で，そして在来工法の用途別では居住専用の順で導入が進んだ。（同前資料）

　誉らに，エアコン関係の導入状況を，住宅に一般的なセパレート形エアコンディシ ョナ（室外

ユニット）についてみると ，生産では１９８８年の５ ，８４２（１ ，０００台）から９４年の７ ，５０４（１ ，０００台）に ，

在庫では１ ，０９３（１ ，０００台）から９４６（１ ，０００台）になり ，生産の拡大と在庫の減少が顕著である 。

（同前資料，同平成１０年版，１９９８年）

　最後に，高断熱材としてロッ クウール，そして高気密として木造住宅アルミニウムサ ッシの進

捗状況をみてみよう 。ロソ クウールは，１９８８年の生産量７３ ，７３２ｔから１９９７年には１０６ ，５４６ｔに

１４５倍増し，木造住宅アルミニウムサ ソシは１９８８年の生産量２５４ ，７７４ｔから１９９７年の２３８ ，７９０ｔに

６３％減少したが，工場出荷額では３０１ ，０７４（百万円）から３７３ ，６３６（百万円）に増加した。その額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）
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はビル用アルミニウムサ ッシ（非木造建築物）の３７６ ，１４９（百万円）に匹敵するものとなっ た。 ビ

ルサ ソシが同期間，建設不況から脱出できず，生産量と工場出荷額の両方で減少したのとは対照

的であ った。（通商産業省生活産業局住宅産業窯業建材課監修『１９８８年版建材統計要覧』日本建材産業協会 ，

１９８８年）

　こうした水回りと関連した住宅設備ユニットとエアコンの導入しやすい高気密 ・高断熱化した

近代化住宅の展開は，断熱材などの導入を一層促進し，住宅のなかに人聞生活にとっ て有害な ，

病気の原因となる物質を広めてしまっ た。 したがって，結果としてみれば近代化住宅は国民に安

全で健康な住宅を保障するものではなく ，エアコン等の大型家電製品の導入の条件を大企業へ保
　　　　　　　　　７）
障するものであ った。また，現在では住宅コストにしめる木材の割合は，都市部では２０％以下 ，

農村部でも２０％程度までに低下したのとは逆に，近代化住宅は我が国住宅の高コスト構造の最大

の原因となっ ているのは重要な事実である。住宅設備ユニットなどの市場は大手メーカーと官公
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
庁の指定業者制度による官民　体の寡占状態を呈している。非木質建材の価格は，国産材の木材

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
価格形成とは対照的な寡占価格 ・独占価格といえる 。

　以上の点に関わり ，住まいへの非自然素材の導入とシェルター化がシ ックハウスの原因である

と， 厚生省研究班がまとめた「アレルギーと住環境」報告書を紹介した新聞報道は，アレルギー

をなくす住まいとは，ｒ天井高い一戸建て，床　家具は無加工の木材使用　」と正鵠を得た要約

をしている（「朝日新聞」１９９６年１月１４日）のは注目される 。

３． 木造住宅市場の構造

　１）住宅市場の概況

　木造住宅市場の近年の状況を，¢新設住宅着工戸数の推移，　新設住宅着工の工法別割合

（１９９６年），　施工者の年問受注規模別の戸建住宅供給戸数の割合（推計），＠住宅販売価格にし

める資材費 ・労務費 ・問接経費の割合，　輸入住宅の現状からみてみよう 。

　まず，１９９７年には新設住宅着工戸数は１３０万戸に減少したものの，１９９６年においても１６３万戸を

数え，戦後一貫して景気回復の牽引車の役割を担った住宅建築はバブル経済崩壊以降も ，金融政

策にも支えられ大きな減少は示さなか った 。

　つぎに工法別にみると ，１９９６年の木造率は４５ ．８％と１９８６年度の４６ ．４％に比して減少は少なく ，

木造工法への不安を募らせた阪神 ・淡路大震災をはさんだ現在でも依然として国民の木造住宅建

築への意向は強いものがある。しかし，その一方で在来工法住宅構成比は８２ ．２％と１０年間で約１０

ポイント減少し，ノーハイフォー戸数が３万戸から９万戸まで増加した。震災以降のツーハイフ

ォー工法の拡大傾向は顕著だが，政策的なてこ入れにも関わらず，依然として１０万戸の水準を超

えられず，在来工法は構成比では減少したものの戸数では６０万戸前後を維持している。さらに ，

木質プレハフは１９８７年度の７万戸をピークに減少に転じているように，大工 ・工務店による在来

工法の建築は相対的に景気の影響を受けにくく ，安定的なことが明らかである。一方，対照的に

大手住宅企業７社は，１９９８年３月期決算で住宅販売の低迷が響き，全社が経常減益となっ た。

（「日本経済新聞」１９９８年５月２３日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６９）
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　　　　　　図 一２　１９９６年度新設着工住宅の工法別割合

［一戸建］７９３，１８８戸（４８．７％）　　　　　［共同建等］８３７，１９０戸（５１ ．３％）

在来木造８６，７１１戸（５・３％）　　　　　　　木造
　　　　　　　　 〈１０．４％＞　　　　　　１１５，２２７戸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７．１％）

ツーバイフオー２２，６６１戸（１ ．４％）〈２．７％〉　　
〈１３・８％〉

木質系プレハブ５８５５戸（Ｏ．４％）〈０．７％〉

木造　在来木造５２６，９７６戸（３２．３％）
６３１４５３戸
（３昌
．７％）

〈７９．６％〉

＜６６．５％〉 木質系以外のプレハブ
　１０２，６２６戸（６．３％）

　　　　　　〈１２．３％〉

　プレハブ
“１０８，４８１戸

　（６．７％）

　〈１３．Ｏ％〉

その他　６１９，３３７戸（３８．Ｏ％）

　　　　　　　　〈７３．９％〉

　非木造
７２１９６３戸
（４４
．３％）

〈８６．２％＞

ツーバイフォー７０，０１４戸（４．３％）

　　　　　　　　　　　〈８．８％〉

　　　　　木質系プレハブ３４，４６３戸（２．１％）

　　　　　　　　　　　　　　　　〈４．３％〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プレハブ
　　　　　木質系以外のプレハブ　　　　　　　　 ー・一

１３８・８３６戸

非木造　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８．５％）
１６１ ，７３５戸 　１０４，３７３戸（６４％） 　　　　

／１７．５％／

（９．９％）　　　　 〈１３．２％〉

〈２０．４％〉

　　　　　その他
　　　　　　５７，３６２戸（３．５％）〈７．２％〉

　　　　　　　　　　　　　　新設着工住宅戸数１ ，６３０，３７８戸

注： １． 平成８年度住宅着工統計による 。

　　２．（　）内は総戸数に占める割合，＜　＞内は一戸建又は共同建等に占める割合である
。

　　３．新設住宅着工戸数全体における工法別割合は，在来木造　３７ ．６％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２×４　　　５ ．７％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プレハブ　１５ ．２％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他　　４１ ．５％

資料　建設省住宅局木造住宅振興室『２１世紀の地域住宅産業一木造住宅の新たな展開方向』日本林業調査会
，

　　１９９７年，１０頁より引用 。

　新設住宅着工戸数の工法別割合から，大工 ・工務店と住宅メーカー（大手，中堅）との市場構

成をみてみよう（図一２）。 地域の大工 ・工務店は，非木造工法のみのものは沖縄県を除けば例外

的であるため，５３万戸を数える一戸建て ・木造（在来木造）市場はおもに地域の大工 ・工務店の

市場であり ，１０万戸を数えるツーハイフォー・ 木質系プレハフの戸建市場はおもに住宅メーカー

から地域の大工 ・工務店への下請けの市場である。両社を合計すると ，約６０万戸が元請け ・下請

けを含めた地域の大工 ・工務店によっ て担われる市場である。一方，１６万戸を数える一戸建ての

非木造，１２万戸を数える共同建等の木造はおもに住宅メーカーの市場であり ，８４万戸を数える共

同建築の非木質住宅は同様に住宅メーカーが支配する市場である。したがって，約７０万戸が大

工・ 工務店以外の住宅メーカーの支配する市場であるといえる 。

　こうした点に関連し，施工者の年問受注規模別の戸建住宅供給戸数の割合をみると ，木造軸組

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７０）



　　　　　経済国際化と日本の住宅　林業問題（菊問）　　　　　　　　　　　　　４７

図一３　施工者の年間受注規模別の戸建住宅供給戸数の割合（推計）（１９９５年度）

木造軸組
４６７千戸

（ｌＯＯ％）

　２×４　　（Ｏ ．３）

　５５千戸
　（１００％）

　　　　　１
　　　　（Ｏ

．６）

　プレハプ
　１２７千戸

　（ｌＯＯ％）　１

　　　　（Ｏ
．４）

在来非木造等
　５１千戸
　（ｌＯＯ％）

合計７００千戸

注： １．

　　２．上段（

３．

資料 ：

１～４戸１１５（２４．６） ５～９戸　９９（２１．３）

１０～１９戸

　７５

１６ ．１）

２０～４９戸

　６４

１３ ．６）

５０～２９９戸

　７５
（１６ ．Ｏ）

３０戸以上３９（８．３）

　５

８．２）

　４

７． １）

　８
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　各工法別の供給戸数の合計は住宅着工統計の平成７年度実績による 。

　　　　）の年問受注戸数別のシェアは，平成６年度住宅金融公庫融融資物件の戸建住宅の

抽出調査に基づくものである 。

　四捨五入の関係上，合計が合わない場合がある 。

同図 一２ ，１１頁より引用 。

（在来工法）は年問１～９戸の小規模施工者が約半数をしめている。一方，ツーバイフォー工法で

は年問供給戸数５０戸以上，プレハブでは３００戸以上の施工者の割合が大きくなっ ていて，対照的

な性格を示している 。（図一３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ）
　さらに，住宅販売価格にしめる資材費 ・労務費 ・問接経費の割合をみてみよう 。建築コストは

在来工法がツーバイフォー工法やプレハブエ法に比較して安価である。安価な理由を先の点に関

してみると ，地縁関係などによっ て契約をとるため間接経費（大手メーカーのように大規模な宣伝費

などを必要としない）が安いこと ，つぎに労務費割合はもっとも高いが地域の地場賃金に規定され

るため都市部での建築と違って労賃コストそれ自体は低いこと ，木材価格を中心とする資材費も

もっとも高いが，木材入手の小回り性から比較的安価にすむこと ，等があけられる 。

　最後に輸入住宅についてみると ，１９９２年度の１ ，３７６戸から９４年度には３ ，０２４戸，９６年度（供給見

込み）には１１ ，５３８戸と激増した。工法別には，１９９６年ではツーバイフォー系とツーバイフォーパ

ネル系の合計が８ ，ＯＯＯ戸近くをしめ，構成比でも９３年の７６％よりは減少したが９６年でも６７％をし
　　　１１）
めている。円安傾向が引き続き継続するとみられることから ，１９９７年以降は大きな増加はないも

のと予測されるが，長期的には円高回復のなかで大きく増加する可能性も否定はできない 。

（６７１）
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　２）木造住宅の現状と全国的展開

　表一２は，１９７２年，８６年，９６年の新設住宅 ・木造率（戸数比）別の都道府県数の推移を示したも

のである。まず，木造率の５０％未満の都道府県は，１９７２年の５から８６年は１５（３倍），そして９６

年には１７（３４倍）に増加した。また平均的な木造率も４４６％から３４０％（０７６倍），そして３４７％

（０．７８倍）と減少した。一方，その対極にある７０％以上の都道府県は，１９７２年の２２から８６年は７

（Ｏ ．３１倍）に，そして９６年は５（Ｏ．２３倍）に減少した。また，平均的な木造率は１９７２年の７７ ．６％か

ら８６年の７８ ．１％（０ ．０１倍），９６年の８０％（１ ．０３倍）と微増した
。

　この間，木造率５０～６０％の都道府県は増加し，６０～７０％の都道府県は減少し，平均的な木造率

も両階層とも微減傾向にある。したがって，６０～７０％を分解機軸に減少と増加が二極化した。木

造率の高い都道府県の減少と低い都道府県の増加が顕著であるものの，６０％以上の都道府県の平

均的木造率の漸増傾向は注目される。全般的には，都道府県数は減少したがより木造率を高める

都道府県と ，都道府県数は増加したがより一層木造率を低下させている都道府県に二極化してい

るものとみられる 。

　１９９６年で木造率が７０％以上の都道府県は青森，秋田，岩手，新潟，山形といっ た東北を含む環

日本海地域であり ，６０～７０％でも北海道，北陸を含めた地域になる 。１９９６年で木造率７０％以上の

都道府県の人工造林率（単純平均）は３６％，６０～７０％は３８％，５０～６０％が５２％，５０％未満は４６％

となるように，人工造林率の低い地域で高く ，逆に高い地域で低い。仮に，人工造林率を林業発

展の先進性の指標とみれは林業先発地で木造率は低く ，後発地で木造率が高いという逆説的な傾

向が示されることになる 。

　こうした傾向を，木造建築工事業と大工 ・工事業の地域的推移（木造率）を示した表一３から再

　　　　　　　　　　　　　　　表 一２　木造率（戸数）の都道席県別推移

木造率（％） 年度 平均（％） 都道府県名（木造率上位順）
５０未満 １９７２ ４４ ．６ 大阪，和歌山，東京，兵庫，（沖縄）

１９８６ ３４ ．Ｏ 大分，香川，徳島，愛媛，山口，高知，福岡，広島，神奈川，兵庫，京都，愛知，東京
阪， 沖縄

１９９６ ３４ ．７ 奈良，岡山，岐阜，大分，三重，神奈川，京都，山口，高知，滋賀，愛知，広島，福岡
京， 大阪，兵庫，沖縄

５０～６０ １９７２ ５５ ．６ 福岡，山梨，広島，奈良，京都，愛知，徳島

１９８６ ５４ ．０ 長崎，石川，宮崎，鹿児島，熊本，滋賀，埼玉，山梨，福井，静岡，岡山，三重，奈良
歌山，岐阜

１９９６ ５４ ．０ 佐賀，栃木，鹿児島，埼玉，宮城，和歌山，宮崎，福井，長野，鳥取，長崎，香川，千
，静岡，熊本，徳島，愛媛

６０～７０ １９７２ ６４ ．２

１９８６ ６２ ．３ 茨城，長野，富山，佐賀，宮城，鳥取，群馬，北海道，栃木，千葉

１９９６ ６３ ．３ 福島，島根，富山，北海道，群馬，石川，山梨，茨城

７０以上 １９７２ ７７ ．６ 秋田，山形，青森，岩手，佐賀，新潟，群馬，福島，石川，茨城，栃木，長野，高知
，富山，北海道，宮城，烏取，島根，福井，埼玉，長崎

１９８６ ７８ ．１ 岩手，山形，青森，秋田，新潟，島根，福島

１９９６ ８０ ．０ 青森，秋田，岩手，新潟，山形

注： １）木造率は新設住宅着工戸数比である 。
　： ２）１９７２年度の全国合計は沖縄県を含まない。琉球政府統計によれば，同年次の着工建築物床面積当たりの木造率

　　は１ ．４％である 。
資料 ：建設省「建築統計年報」より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７２）
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表一３木造建築工事業と大工 ・工事業の地域的推移（木造率別）

４９

年　度 新設住宅着 都　道 総事業所数 総従業者数
工戸数に占 府県数 （Ａ～Ｍ） 造建築 大工 ・ 合　計 構成比 （Ａ～Ｍ） 造建築 大工 ・ 合　計 構成比
める木造率 事業 工事業 事業 工事業
（％） （％） （人） （人） （人） （人） （％）

１９８６ 全国合計 ４７ ６， ７０８ ，７５９ ９６ ，５８９ ６７ ，９２４ １６４ ，５１３ ２． ５ ５４ ，３７０ ，４５４ ５１２ ，１９２ １６１ ，４５６ ６７３ ，６４８ １． ２

５０％未満 １５ ３， ３３７ ，８２９ ３７ ，８８８ ２０ ，３５４ ５８ ，２４２ １． ７ ２８ ，６９３ ，９２１ １９３ ，２３１ ５８ ，６４０ ２５１ ，８７１ Ｏ． ９

５０～６０％ １５ １， ５１６ ，Ｏ０４ ２３ ，１９５ １９ ，８３７ ４３ ，０３２ ２． ８ １１ ，２３４ ，５５０ １１６ ，９７０ ４０ ，５３９ １５７ ，５０９ １． ４

６０～７０％ １０ １， ２４２ ，５３４ ２４ ，０００ １６ ，２９１ ４０ ，２９１ ３． ２ ９， ９２０ ，７５９ １３３ ，２８５ ３８ ，２３９ １７１ ，５２４ １． ７

７０％以上 ７ ６１２ ，３９２ １１ ，５０６ １１ ，４４２ ２２ ，９４８ ３． ７ ４， ５２１ ，２２４ ６８ ，７０６ ２４ ，０３８ ９２ ，７４４ ２． １

１９９６ 全国合計 ４７ ６， ７１７ ，４３５ ９８ ，６９０ ５２ ，９６４ １５１ ，６５４ ２． ３ ６３ ，０８１ ，５２３ ４８４ ，１４５ １５６ ，９３７ ６４１ ，０８２ １． Ｏ

５０％未満 １７ ３， ５６４ ，５０３ ３９ ，７２６ １９ ，６７９ ５９ ，４０５ １． ７ ３５ ，４８１ ，９２９ １９４ ，８６５ ６３ ，８７１ ２５８ ，７３６ Ｏ． ７

５０～６０％ １７ １， ７９７ ，５０５ ３１ ，６２６ １７ ，４２６ ４９ ，０５２ ２． ７ １５ ，７６０ ，０５８ １６２ ，４２９ ４８ ，１４４ ２１０ ，５７３ １． ３

６０～７０％ ８ ９０９ ，３５２ １８ ，１２５ ９， ５１４ ２７ ，６３９ ３． Ｏ ８， １４４ ，１９７ ６８ ，１１５ ２８ ，４４５ ９６ ，５６０ １． ２

７０％以上 ５ ４４６ ，０７５ ９， ２１３ ６， ３４５ １５ ，５５８ ３． ５ ３， ６９５ ，３３９ ５８ ，７３６ １６ ，４７７ ７５ ，２１３ ２． Ｏ

８６年対比 全国合計 １００ １００ １０２ ７８ ９２ ９０ １１６ ９５ ９７ ９５ ８５

９６年指数 ５０％未満 １１３ １０７ １０５ ９７ １０２ ９８ １２４ １０１ １０９ １０３ ８１

５０～６０％ １１３ １１９ １３６ ８８ １１４ ９７ １４０ １３９ １１９ １３４ ９５

６０－７０％ ８０ ７３ ７６ ５８ ６９ ９５ ８２ ５１ ７４ ５６ ７０

７０％以上 ７１ ７３ ８０ ５５ ６８ ９４ ８２ ８５ ６９ ８１ ９７

　注 ：Ａ～Ｍは農林水産，公務を含む全産業 。

　資料 ：総務庁統計局「事業所統計調査報告」，建設省「建築統計年報」より作成 。

度みてみよう 。１９８６年では総事業所数にしめる木造建築工事業と大工 ・工事業のウエイトは，木

造率５０％未満で１ ．７％，５０～６０％未満で２ ．８％，６０～７０％で３ ．２％，７０％以上で３ ．７％，総従業者数

ではそれぞれ，０９％，１４％，１７％，２１％となるように，木造率の高い都道府県ほと木造建築

工事業と大工　工事業のウエイトが高かったのである 。

　１９９６年には，総事業所数で全国合計が２５％から２３％に滅少するなかで，５０％未満は１７％ ，

５０～６０％は２ ．７％，６０～７０％は３ ．Ｏ％，７０％以上は３．５％という傾向を示した。総従業者数でみて

も， 全国合計を１ ．２％から１ ．Ｏ％に微減させるなかでＯ ．７％，１ ．３％，１ ．２％，２ ．Ｏ％となり ，６０～

７０％層の逆転を例外にすれは，ほほ同様の傾向が示される。住宅建築と大工 ・工務店の位置が相

互規定的な関係にあることは，大工 ・工務店の地域産業としての重要性を示すものである 。

　一方，構成比のつきに絶対数をみると ，１９８６年の総事業所数で木造率５０％未満の都道府県の合

計は３９％にすぎなかったのが，９６年には５３％に増加した。また，総従業者数では同様に５３％から

５６％に微増した。したがって，木造率の高い地域から，木造率の低い地域への木造建築工務店と

従業者の移動が，出稼ぎなどの形態として予想されるのである 。

　大工 ・工務店の地域的動向は，この間の住宅政策と地域開発のあり方に規定されたものである

が， 我が国林業と木造住宅産業のあり方を考察する上でなにより重要である 。

　３）住宅市場の構造変化と中小規模地方自治体の住宅政策

　表一４は，「建築統計年報」では１９９０年から公表されるようになっ た市町村規模別（人口）の木

造住宅建築戸数（１９９０年）の特徴を明らかにしたものである。なお，この表は，住宅統計の調査

方法の関係から次のような考慮すべき占がある 。１９９０年の新築戸数は約１７０万戸，木造戸数は約

７３万戸であるが，一つは新築戸数の捕捉は木造，非木造を含めて約１００万戸だが，木造戸数は６９

万戸を捕捉していること ，したがって非木造で補足率が低いこと。二つは同年の「建築統計年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７３）
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表一４市町村規模別（人口）の木造住宅建築（１９９０年）

人口規模（人） 市町村数 人口（人） 新築戸数 内木造戸数 木造率（％）

５千未満 ６２０ １， ９４９ ，４０３ １１ ，５２９ ７， ２５８ ６３

５千～１万 ８９７ ６， ５２８ ，６５３ ５４ ，５６１ ３８ ，２６２ ７０

１万～５万 １， ２８０ ２６ ，９６０ ，６６４ ３０９ ，２３５ ２１８ ，１４３ ７１

５万～１５万 ３０４ ２５ ，０３４ ，４０９ ２４９ ，９３９ １６３ ，７７１ ６６

１５万～５０万 １１３ ３１ ，４４５ ，１５２ ２５６ ，０３４ １６２ ，９５３ ６４

５０万以上 ２１ ３１ ，６７８ ，３０３ １８９ ，２２５ １００ ，３２７ ５３

合　　計 ３， ２３５ １２３ ，５９６ ，５８４ １， ０７０ ，５２３ ６９０ ，７１４ ６５

注： １）１９９０年の新築戸数は１ ，７０７ ，１０９戸，木造戸数は７２７ ，７６５戸，木造率は４３％である 。

　２）本表の戸数は，その内，工事費予定額の記載されている戸数のみを抽出している 。
　３）東兄都２３区は１自治体とした。なお，下記の年報には６村４町２市（合計人口
　　１３０，９４７人）が記載されていない 。

資料 ：建設省「建築統計年報（平成３年度版）」，１９９０年国勢調査（速報値）等より作成 。

報」には６村４町２市（合計人口１３０，９４７人）が記載されていない点がある 。

　このような則提を確認した上で同表をみると ，第１に木造率は人口規模１万人～５万人で７１％
，

５千人～１万人未満で７０％，５万人～１５万人で６６％，１５万人～５０万人で６４％，５千人未満で６３％
，

５０万人以上で５３％になる。人口５千人～５万人程度の中小規模地方自治体でもっとも木造率が高

いことが読みとれる。先の新築戸数の捕捉率の低さは，おもに大都市圏の非民営住宅なとによる

ものとみられるため，この点を考慮すれば，現実には非大都市圏，つまり中小規模地方自治体で

の木造率はより高く ，大都市圏の木造率はより低くなるものとみられる。中小規模地方自体での

木造建築の進展傾向は，先に表一１で明らかにした地方都市での居住環境の相対的良好性とも関

連するものである 。

　第２に木造率の地域的分析から木造戸数の絶対的分析に移ると ，１９９０年の新築木造戸数約６９万

戸のうち，人口１５万人以下の地方自治体のもとでの新築戸数は約４３万戸を数え，その新築戸数総

数にしめるウエイトは約６２％を数える。木造新築の６割以上が１５万人以下の中小規模地方自治体

で建築されていることは，今後の木造住宅の振興を考える上でなにより重要な事実である。なお ，

こうした傾向は１９９７年においても同様で，「建築統計年報」のもつ統計上の整合性の問題は残る

が， １９９０年と同様に中小規模自治体ほど新築木造率が高く ，新築木造戸数にしめるウエイトは若

干低下したものの，依然として５８％を数えている 。（表一５）

　中小規模地方自治体のもとでの木造住宅建築の進捗は，地方自治体の建築行政の積極的な展開

とも重なるものであ った。地方自治体による公営住宅の建設と各種の補助などとともに，地域の

住宅建設の全般的な支えとなっ たものの一つとして全建総運（全国建設労働組合総連合，組合員７０万

人， 建設 ・建築関係の我が国最大の産別組合，在来工法を守り発展させることを課題 ・要求としている）が

１９７８年以降行ってきた「自治体との提携による住宅相談と工事斡旋の窓口開設」がある。窓口開

設は，各地方自治体で独自の内容をもつが，たとえば，福祉の観点から住民の増改築負担を減ら

し， その仕事を同時に大工 ・工務店の仕事に結ぴつけている東只都江戸川区の「江戸川方式」等
　　　　　　　　　１２）
として知られている 。

　この取り組み経過を明らかにしたのが表一６である。全国の３２都道府県，１７７市町村（１９９７年の

人口合計は２６ ，１３１ ，００２人）で行われているが，特徴として，まず取り組んでいる地方自治体の過半

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７４）
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表一５　市町村規模別（人口）の木造住宅建築（１９９７年）

人口規模（人） 市町村数 人口（人） 新築戸数 内木造戸数 木造率（％）

５千未満 ６５９ ２， ０５１ ，８８５ １２ ，ユ４８ ８， ００５ ６６

５千一１万 ８５８ ６， ２４９ ，９７１ ４７ ，１１５ ３２ ，６７１ ６９

１万～５万 １， ２５８ ２６ ，８８４ ，４８６ ２４４ ，７１２ １６８ ，８２０ ６９

５万～１５万 ３１５ ２６ ，３０５ ，４２０ ２１１ ，２５７ １４１ ，８４５ ６７

１５万一５０万 １１７ ３２ ，９２９ ，８３６ ２３５ ，１８２ １５４ ，０７３ ６６

５０万以上 ２０ ３０ ，８８７ ，５００ １６１ ，６８４ ９８ ，６２８ ６１

合　　計 ３， ２２７ １２５ ，３０９ ，０９８ ９１２ ，０９８ ６０４ ，０４２ ６６

５１

注： １）１９９７年の新築戸数は１ ，３４１ ，３４７戸，木造戸数は５８４ ，８７２戸，木造率は４４％である 。

　： ２）本表の戸数は，その内，工事費予定額の記載されている戸数のみを抽出している 。

　： ３）東兄都２３区は１自治体とした。なお，同年報には６村（合計人口５３１２人）が確

　　認申請がなかったことなどから記載されていない 。
資料 ：建設省「建築統計隼報（平成１０年度版）」，ｒ１９９７年全国市町村一覧」より作成 。

　　　　表 一６全建総連と地方自治体共同の住宅相談などの推移

人口規模別自治体数
実施年

１９９７年人口

（人）

～５千 ５千～１万 １万～５万 ５万 ～１５万 １５万～５０万 ５０万以上 合計
１９７５～８０ ２， ３３０ ，４３４ Ｏ Ｏ １ ユ ４ ２ ８

１９８１～８５ １２ ，５８１ ，２１７ Ｏ Ｏ ５ ２２ ２１ ６ ５４

１９８６～９０ ６， ３００ ，３０４ Ｏ １ １７ １９ ２２ ５ ６４

１９９１～９５ ２， ９４２ ，９３２ Ｏ Ｏ ９ ４ ６ １ ２０

１９９６以降 １， ７７５ ，４７７ Ｏ Ｏ ９ ８ １１ １ ２９

不　明 ２００ ，６３８ Ｏ Ｏ Ｏ ２ Ｏ Ｏ ２

合計
２６ ，１３１ ，Ｏ０２ Ｏ １ ４ユ ５６ ６４ １５ １７７

資料 ：全建総連第３９回定期大会資料（１９９８年）より作成 。

は人口１５万人以下の中小規模地方自体であること ，つぎに１９８０年代に大きく増加し１９９０年に入 っ

て減少したものの，１９９６年以降，再度増加していることが今後の展望と関わって注目される 。

　４）地域と大手住宅メーカー進出の困難性

　山形県は大工 ・工務店のウエイトも高く ，木造率が最高の都道府県の一つである。いわば地域

住宅市場が典型的に展開した地域であるが，その地方自治体（市）をとり ，大手メーカー 地域

ビルダー 大工 ・工務店が新築住宅市場にしめるシェアを分析した。まず，人口２４ ．９万人の山形

県山形市では，１９８８年で新築住宅確認申請件数をみると ，全国大手メーカーは１６５戸（１５％），地

元中堅メーカーは２００戸（１９％），地元大工 ・工務店は７０８戸（６６％），合計１ ，０７３戸（１００％）となる 。

つぎに人口１０．１万人の鶴岡市では，１９８８年で大手メーカー が３７戸（１２％），地元中堅メーカー が

３６戸（１２％），中小工務店が２２７戸（７６％），合計３００戸（１００％）となる。ちなみに人口５ ．６万人の木

材産地 ・秋田県能代市では，１９９７年で大手メーカー が１０戸（６％），地元中堅メーカー が４５戸

（２７％），大工 ・工務店が１１３戸（６７％），合計１６８戸（１００％）となる。大手メーカーのシェアが地方

自治体の人口規模が小さくなるほど低下することが，年次は異なるとはいえ明らかな傾向として

読みとることができる 。

　こうした傾向は，地域社会の複合的な要員によるものとはいえ，住宅に対する施主の強い要望

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７５）
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表一７　「希望の住宅像」に関する山形県内での地域別比較

項　　　　　　　目
地　　　域

所有形態 家の種別 家の工法 部屋数 スタイル 耐用年数 建築依頼業者 調査年次

山形市新興住宅地 持ち家 一戸建 在来工法 ６部屋 和洋折衷 ３０～５０年 地元大工 ・工務店 １９８９

鶴岡市旧市街地 持ち家 一戸建 在来工法 ６部屋 和洋折衷 ３０～５０年 地元大工 ・工務店 １９８７

鶴岡市農業集落 持ち家 一戸建 在来工法 ８部屋 和　　風 ３０～５０年 地元大工 ・工務店 １９８８

温海町山間集落 持ち家 一戸建 在来工法 １０部屋 和洋折衷 ３０～５０年 地元大工 ・工務店 １９９１

　注 ：建て主への地域（集落，自治会）悉皆調査より作成 。
　資料　菊間満『地域住宅市場の研究一在来工法住宅と日本林業』日本林業調査会，１９９４年，７０頁より引用 。

に起因していることは明らかである。山形県内で行った地域調査の一部としてｒ希望の住宅」に

ついて，施主の意向を明らかにしたのが表一７である。それによれば，所有形態は持ち家，家の

種別は一戸建て，工法は在来工法，部屋数は６部屋～１０部屋，スタイルは和風か和洋折衷（洋風

のみはない），耐用年数は３３年～５０年，建築依頼業者は地元 ・大工 ・工務店となり ，耐用年数の短

く， 非在来工法である大手メーカーなとのプレハフ，ツーハイフォー工法が進出する条件は，依

然として厳しいものがある。地域固有の住生活のスタイルは，依然として継承されている 。

４． 建設産業の国際化と大工 ・工務店

　１）建設産業の国際化と市場開放

　１９８５年以降押し進められた我が国建設市場の国際化は次のように進んだ。列挙すれは ，１９８６年

の第五期住宅建設五箇年計画の閣議決定（６７０万戸），同地方計画決定。１９８７年の建築基準法の一

部を改正する法律による木造建築物等に係る制限の合理化，同年の建築基準法施行令の一部を改

正する制令による大断面集成材等建築物の規定整備，３階建て木造建築物の技術基準の整備 。

１９９１年の第六期住宅建設五箇年計画の閣議決定（７３０万戸），同地方計画決定。１９９３年の公営住宅

法施行令の一部を改正する政令による公営木造住宅に係る償却期間の延長。１９９４年の建築基準法

の一部を改正する法律による地下居住部分の導入，同施行令の一部を改正する政令による水回り

関係の部分的な特定行政庁の認定制度の廃止。１９９５年の建築物の耐震改修の促進に関する法律 。

１９９６年の第七期住宅建設五箇年計画（７３０万戸），同地方計画の策定。１９９８年の優良住宅の建設促

進に関する法律による農山村地域における住宅建設の促進。１９９８年の建築基準法の一部を改正す

る法律により建築確認 ・検査の民間開放，建築基準の性能規定化等基準体系の見直し等が導入さ
　１３）

れた 。

　こうして進められた住宅市場の開放政策の目的は，１９９４年の住宅 ・土地の規制緩和をねらっ た

「住宅建設コスト低減に関するアクシ ョンプログラム」（建設省），１９９５年の建設省住宅宅地審議

会の答申（２１世紀に向かう住宅政策のあり方）等に明らかであり ，それらはこれまでも不十分な政

府の住宅政策を「従来の公共住宅供給主義から，民間の市場を生かす，民問の市場を整備して活
　　　　１４）
用する方向」に大きく転換するものであ った。さらに，この答申に引き続き ，１９９７年には「２１世

紀を展望し，経済社会の変化に対応した新たな建築行政の在り方に関する答申」と同審議会内の

建築生産分科会が「住宅産業ヒジ ョンー住宅市場の構造改革と住宅政策の展開」を示した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７６）
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　同ビジ ョンは今後の政府の住宅政策 ・建築政策を分析する上で重要である。その要点は，つぎ

のとおりである。ここ３０年間において住宅着工戸数は，２．３倍に増加したが，その増加分はほと

んとが非木造建築（マンシ ョンなと）であり ，木造住宅は年問７０万戸程度で安定的に推移してきた 。

また，その供給者には民問のディベロッパーが登場し，大工 ・工務店のみではなくなり ，木造建

築も軸組工法だけでなくなっ た。 現在と将菜の住宅市場と住宅産業の課題を考えたとき　一つは

輸入住宅と比較しても住宅産業が高コストである，二つは少子化と住宅ストッ クの増加のなかで

新設着工戸数が７０万戸程度まで減少する可能性がある，三つは資源 ・環境問題から住宅建設もフ

ロー からストッ クヘ移行すると認識する。そのために，具体的には第１に住宅性能の評価 ・表

示・ 保証の問題，第２に優良な住宅生産システムの認可，第３に地域住宅産業の構造改革の支援

の問題が重要であるとのべる 。

　同ビジ ョンは，大工 ・工務店による住宅供給を地域住宅産業として，歴史的な役割を評価し ，

その意義も認めているが，答申やヒジ ョンの中身を素直に読めは，そのねらいが住宅市場におい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
て大手メーカーに大工 ・工務店の市場を明け渡すことにあることは明らかである。また，同ビジ

ョンは地域の視点を強調するが，住生活と文化を守り発展させる視点は基本的に欠落している 。

住生活は，衣食に比べて，アメリカ型消費生活，いわばパクスアメリカーナが浸透しにくかった

分野であ った。それは，自然，気候，生産者の豊富さに支えれられたものであ ったが，ヒジ ョン

はそうした真の豊かさを軽視し，アメリカを中 。し・とした住宅市場開放要求に屈服したものにほか

ならない。そこには，住生活の主権，住宅主権，居住主権という観点は欠落している 。

　２） ．我が国中小大工 ・工務店の現状

　ヒジ ョンは，「中小住宅生産者は，その経営規模が比較的小さいことから，単独でこれらの課

題に対応していくことが比較的困難であり ，新たな取り組みの枠組みが必要となっ ている」とし ，

そのための地域住宅産業の構造改革の方向と支援を提起している。その提起の内容はともかくも ，

ヒジ ョンの認識の則提は地域住宅産業の小規模性にある。ヒジ ョンは，先の図一３のように木造

軸組の半数近くの工務店が年間１０戸以下の供給にすきず，ツーハイフォー プレハフの非在来木

造と比較してもその小規模性が明らかであるとする。また，この点は，全建総連が組合員約８００

者（社）について行っているモニター調査にも明らかである。それによれば１９９８年９月では半数

弱が個人企業であり ，６割弱が資本金１ ，ＯＯＯ万円未満，建設業の許可では９割強が知事許可業

者・一般建設業であり ，事業王の出身では７割弱が職人→独立→創業であり ，大工職従業員数で

は６人までが８割近くをしめている。同調査のその他の結果を含めてみても ，ビジ ョンのいう地

域住宅産業が地場の典型的な中小建築業をさすことは明らかであり ，中小企業一般の問題として ，

近年，元請けが減り ，大手メーカーなどの下請け体制に組み込まれ，その経営は一層厳しさをま

している 。

　しかし，問題は規模の零細性は，決して地場の住宅産業としての意義の低さには直結しないこ

とであり ，今日でもそのウェイトと力量は高いことである。この点で参考になるのは，アメリカ

やカナタの住宅産業のあり方である。カナタでは，我が国のように供給高が１万戸から５万戸と
　　　　　　　　　　　　　　１６）
いう ，住宅メーカーは存在しない。それは，住宅供給自体がきわめて地域立地的であり ，居住権

は地域文化であるから，全国一本の画一的な供給体制はそもそもありえないのである。それは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７７）
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例えは全国的な製パン業者が存在しないこととにも対応している 。

　我が国の大工 ・工務店の経営規模は，国際的にはむしろ適正なのであり ，その規模での経営を

困難にさせている下請け構造，建材の寡占価格体制，許認可事務体制等がむしろ問題なのである 。

ビジ ョンが，地域住宅産業として大工 ・工務店を高く評価するならば，自助努力とともに，こう

した認識に立った解決方向を求めるべきであ った 。

　以上の認識を欠落させたピジ ョンの方向は，客観的には我が国の将来の住宅市場の縮小と日本

の建築市場の開放を前提とし，バリアフリー住宅，老人介護住宅，健康住宅をキャッ チフレーズ

にする大手住宅企業が，在来工法を担う地場の中小大工 ・工務店から町場仕事のシェアを奪うた

めに道を開くものとなりかねないものである 。

　３）大工 ・工務店の特徴と課題

　先の全建総違のモニター調査から大工 ・工務店の特徴を再度みると，つぎのとおりである。経

営状況を前期完成工事高にみると ，５，０００万円～３億円未満の階層に７割強が集中し，元請工事

の割合は９０％以上が７割弱をしめ，元請した住宅の受注ルートの第一位は以前からの施主の紹介

である。増改築の割合が５０％以上は，新築工事の減少のなかで相対的に増加している 。

　つぎに，元請工事を受注した場合の木工事の外注の状況をみると，外注をしたことがないがほ

とんどで，自社施工の割合が高い。とくに，プレカ ット（柱などの部材加工機）については，保有

しているは１０％に満たない。後継者については，後継者がいるが６割弱にすぎず，後継者のいな

い個人企業では廃業するが約３割をしめるまでになっ ている。また，その後継者は後継者と事業

主との関係でみると ，多くが親族である 。

　大工 ・工務店の多くは典型的な家族経営，個人経営であり ，かつ大手住宅メーカー 建材メー

カーの重層的な下請け構造に組み込まれている点で，住宅市場を構成する建築産業の主体である

が， その経営構造と意識は自営性の点で農家によく似ている。その意味で地域に根さした自営性

のもつメリットを生かすとともに，個別的な技術継承，後継者問題対策などのデメリットをいか

に克服するかが大きな課題となっ ている 。

５． 林業 ・木材産業の国際化と地域 ・経営問題

　１）木材産業の合理化と構造政策一１９８５年以降の我が国林業 ・林産業の推移一

　この間の推移を基本的な統計からみてみよう 。木材需要が１９８５年の９ ，５４４万ｍ３ から９６年の

１１ ，４０４万ｍ３ に推移するなかで，自給率は３７ ．０％から２０．８％に減少し，１９９６年では丸太 ・製材品

などを含めて米材（アメリカ，カナダ）の割合は３８％をしめるまでになっ た。 とくに，住宅需要に

直結し，１９９６年では我が国の木材需要の４４％をしめている製材品の自給率はパルプ，合板よりは

高いものの３２５％にしかすぎない。パルプ需要の拡大は顕著だが，１９９６年でも国内の木材需要に

しめる製材の割合は４４％，合板の割合は１４％を数え，両者の合計を仮にすべて住宅需要とすれば

６０％近くをしめることになる。また，付加価値額で４０兆円を数える建設産業は製材 ・木製品製造

業では７０％をしめるといわれることからも ，日本の林業 ・林（木材）産業にとっ ても住宅建築の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７８）
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動向は決定的である 。

　戦後造林が伐期を順次迎え，国産材の供給可能性が増大するのとは裏腹に，典型的な中小（零

細）企業である製材工場数は１８ ，８３４から１４ ，０２８に減少し，とくに国産材専門の小規模工場が減少

するなかで外材工場を軸に大型化が進んだ。一方，減少した国産材工場のなかでは，一部の大型

工場が政策的誘導のなかで８０年代から９０年代に新設された。外材との価格競争を前提に，こうし

た工場では，生産ラインの近代化とロットの大型化が進んだが，外材との競争には勝利できず ，

過剰生産の矛盾は国産材どうしの競争に向けられ，国内産地での生き残り競争は一層激化してい

る。 こうしたなかで，製品の販売先（最終需要者）は，従来の大工 ・工務店から大手住宅メーカ

ーへと政策の軸が移されつつある。その一環として，政策的に木材の非木質化（木材規格をＪＡＳ

からいわばＪＩＳ扱いへとシフトする）が取り組まれた 。

　川下から川上に目を転じれは，国内林業の有力な担い手であり ，多くが家族経営的な性格の強

い素材生産者はその数を大幅に滅少させ，一方，素材生産者に代わり ，森林所有者の協同組合で

ある森林組合が政策的な広域合併のなかで事業の大型化と新鋭機械の導入を進めた。減少してい

る山村の労働者と同じく ，中山問地域の資源管理の担い手である森林所有者（林家）の経営では ，

農業収入 ・木材収入等の減少から中山問地の農地の放棄が進み，そのなかで造林地の管理放棄が

進んでいる 。

　こうして生産と消費を直結し，地域の木材を地域の木造住宅供給に結ひつけるといっ た， 地域

資源立地型の住宅供給構造が解体されつつある。安全で健康な，そして負担しうる価格の住宅を

求める国民の要求に根ざして，住宅と林業 ・森林資源をどのように結びつけ，再構築するかが大

きな課題となっ ている 。

　２）１９８５年以降の木材市場開放政策の展開一木材と住宅の輸入へ一

　１９５７年から６４年の木材輸入化を受けた１９７９年の東只ラウンド「譲許」。 その後の１９８５年の日米

モス協議開始を皮切りに，我が国の日米林産物協議が開始され，８６年の日米モス合意を受け，我

が国林産物市場は最終的な市場開放の道を歩むことになる 。１９８９年には，米国通商代表部が日本

の林産物をスーパー３０１条に基づく「優先慣行」に指定し，翌９０年には「日米林産物措置」策定

を受け，同年と９１年には第１回と第２回日米林産物小委員会を開催された。１９９３年と９４年の日米

包括協議をふまえ，９４年にはスーパー３０１条に基づく監視品目として日本の紙，林産物が再度指

定され，市場開放への圧力が加えられ，ウルグアイラウンド「譲許」がされた。翌１９９５年には

ＷＴＯ協定が発効し，林産物等第１回関税引下けが行われ，以降，我が国の木材規格，建築基準

の関税障壁に対して，アメリカからの要求がほぼ，そのまま実現されてきた。この点に関し ，

１９９０年の日米林産物合意における関税引下げの状況を，たとえば主要な輸入製材品（「マツ ・モ

ミ・ トウヒ属，かんな」）についてみれば，９４年実行税率の８ ．Ｏ％から９９年には４．８％までほぼ半減

させ，我が国での市場拡大が予想される集成材（構造用集成材を除く）や積層材に至 っては１５ ．Ｏ％

から６ ．Ｏ％に ，２０ ．Ｏ％から６．Ｏ％に大きく減少させる内容であ った 。

　１９８５年以降のこうした経過が示すものは，１９８９年の日米構造協議以降アメリカが我が国に要求

してきた公共事業の市場開放，そして建築市場の開放である。その要求にそ って建築基準法改正

（１９８７年の木造建築物の高さ制限の緩和など），農林水産物規格の改正（１９９１年の構造用製材ＪＡＳの告示 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７９）
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１９９２年の準耐火建築物の創設，内装制限の緩和なと）等を主な柱とする木材と住宅の輸入の促進が林

業・ 林産業政策として展開してきたのである 。

　３）林業政策の展開一「国際競争力のある日本林業論」一

　１９８５年のアメリカの木材市場開放要求を受けて我が国政府は，国際競争力のある林業を錦の御

旗に，国内林業の合理化政策を追求してきた。今，その政策的な流れを大きく整理すれは，第１

に林産業の構造政策としては１９８５年から１９８９年まで取り組まれた森林 ・林業活力回復５ケ年対策

による木材産業体質強化緊急対策事業と木材需要拡大推進緊急対策事業，１９９０年から開始された

木材高度化促進事業，国産材産地体制整備事業，１９９５年に開始された木材供給コスト化総合対策

がある。第２に林業の構造政策としては８０年代の林政審答申をふまえた流域管理システムとして

現された。林業と林産業を通じて追求された政策の特徴は，国際競争力のある日本林業論であり ，

平易にいえば，外材に対して価格競争に勝てば自給率は高まるとする単純な近代化論であ った 。

　１９９６年に衆参両院を全会一致で可決された「林野３法」は，そうした近代化路線の総集版であ
り， 「新農政」の林業版でもあ った。「林野３法」は，「林業経営基盤の強化等に促進のための資

金の融通に関する暫定措置法」，「木材供給体制の確保に関する特別措置法」，「林業労働力の確保

と促進に関する法律」からなり ，経営規模拡大による認定林家の創出，川下 ・川上問の契約など

による木材の安定的な供給体制，林業労働力確保支援センターによる森林組合の大型化と施業の

受託を目指すものであ った。総体的には，素朴なまでの大規模経営に対する信奉を根拠にし，経

営の受委託をそのための方法として，目的としては先の流域管理システムを前提にした「大経

営」をひねり出そうとしたものであ った。それは，大規模経営の認定農家に担い手を想定した

「新農政」と同様な「新林政」であり ，国産米価割高論に対応する国産材価割高論でもあ った 。

また，土地経営の集約性を高め，小規模経営の発展も追求するといっ た農林産業経営の原則的な

姿勢は全くみられない 。

　しかし，さらに問われなくてはならないのは，ＷＴＯ協定でセーフガードの発動がより容易に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）なっ たにもかかわらず，林業政策当事者がこの点を一顧だにもしていないことに示されるような

主権放棄の姿勢である 。

　４）帰結一「価格競争論」の破綻と固執一

　こうした政策的流れのなかで製材工場は大型化し，「民間活力導入」気運が高まっ た１９８５年以

降， 第３セクター型の経営を軸にしつつ「住宅産直」が進められた。「住宅産直」は１９９５年で３６

都道府県，８２事業体で取り組まれ，その７割弱が地域の木材，木材製品と施工者を供給する一括
　　　　１８）
請負である。しかし，運動の質的な観点からみても ，施王と建築者の交流，生産者と消費者の運

動， そして協同組合間提携を伴うものは多くはない。また，量的な観点からみても ，仮に全事業

体が年間１００棟を供給するとしても１万戸には達せず，客観的にみてもこうした取り組み自体が

大手住宅企業に対する民主的規制の力量をもつものとは評価しがたい 。

　バブル崩壊後は木材，住宅産業の多くの経営は，赤字に苦しむようになっ ている。赤字は，雇

用調整に直結する。東北６県の職業安定所が１９９８年１月から４月に受理した企業の雇用調整助成

金計画受理件数は１４７件で，そのうち木材産業関連が最多の６２件を占め，生産調整と深刻な不況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８０）
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に陥っていることが報道されている 。（「日本経済新聞」東北版，１９９８年５月２０日）。 加えて，「住宅産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
直」の取り組みの多くは失敗に帰し，国の林業行政上も高く評価されていた事例が欠陥住宅とし

て訴訟問題にまで至るなど，社会問題化している事件さえ少なくない。こうした問題の重大性は ，

それが単なる個別経営のミスにとまるものではなく ，バブル期の国と地方自治体の行政施策の誤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
りであり ，地方自治体の財政の企業化の帰結でもあ った点にある 。

　また，製品の工業部材化は生産のロット化を進め，製品規格の整理が進行した。大手メーカー

向けのエンシニアリンクウ ソトの拡大と木材規格の整理は，多様な規格からなる地域の住宅市場

と需要者である大工 ・工務店から大手メーカー向けに販売先と市場を切り替えるものであ った 。

この点では，最低限ではあるが安全な農産物 ・食晶との観点は有する農政と対比でも ，安全で健

康な住宅を国民の望む方向とは矛盾したスタンスをとる林政は特異的でもある。特異性に関わり ，

たとえば「１９９７年度（平成７年度）林業白書」を紹介しよう 。同白書では，資材としての木材の

特性について，生理面と健康面での木材の良い影響についてふれつつも ，木材の用途開発からセ

ラソ ミソ ク木材，圧縮木材なとの工業化木材の利用が強調されている。そして，これはオープン
　　　２１）
システムとして特徴的な在来工法技術の木材市場を，クローズドシステムである大手メーカーの

技術が支配する木材市場に限定化するものであり ，長期的にはオー プンシステム市場へのより一

層の外材の参入とクローズドシステム市場での国産材の撤退を招来するものになりかねない 。

　最後に，国際競争力論についてふれよう 。国際競争力論はきわめて単純な価格論であり ，平易

にいえば，国産材価格が割安になれば自給率は回復するというものであ った。しかし，それは国

産材価格が外材価格より低下した１９９０年以降の歴史的事実により ，ほとんど否定されたのである 。

参考としてつきの事例を示そう 。在来工法住宅ではおもに柱材として使われるスキ中丸太と ，横

ものとして使われる米マツ丸太の１ｍ３ 当たり価格は１９８６年にはそれぞれ２４ ，１００円と２３ ，１００円で

あっ たのが，１９９０年には２６ ，６００円と２６ ，７００円に逆転した。翌年以降も毎年割安傾向で推移し ，

１９９６年では２２ ，４００円と３３ ，５００円となり ，割安傾向はより顕著になっ ている。国産材の米材に対す

る割安傾向は，一時的ではない性格を強めつつある 。

　国産材価格の低下とその一方で自給率が上昇しない事実は，外材と国産材の市場競争が単純な

価格問題ではないこと ，より複雑で現実的な構造をもつことを示している。その一つの事例を示

そう 。木造住宅建築時に壁の部材としてもっとも良く使用される小幅板がある。小幅板に釘打ち

をする場合には，功程をあげるため釘を自動的に打ち出すエアーガンが使用されるが，打ち出し

強度が米材を前提としているため，柔らかいスギ材では釘の頭が沈んでしまう 。そのため，価格

が外材より安くても使えないというような事実がある。この他にも ，米材に有利なＪＡＳ規格の

改正，建築基準の改正等の「逆の非関税障壁」が国内に存在するのは看過できない事実である 。

したがって，木材の自給率問題は住宅問題に関連して，より重層的で複合的な性格をもっ ている 。

価格問題に決して単純化できない問題であることを重ねて指摘したい 。

６． 住宅 ・林業問題と小規模地方自治体の課題

１）地域の大工 ・工務店が木材を代表とする地域の建築資材を用い，地域の特性を生かした住

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８１）
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宅を供給する方式は，ハヒタ ソト１宣言に明らかなように，過去ではなく将来の方向を示すもの

である。しかし，現実的には国産材，地域材を使用して行う住宅供給方式はきわめて例外的であ

る。 住宅問題が依然として地域間格差と階層問格差を含み推移するなかで，１９８０年代から９０年代

は国内林業が外材に一層席巻され，外材を使用するプレハフエ法とツーハイフォー工法が大手住

宅企業の主導で拡大した。一方，工法としては国産材をもっともよく使用する木造軸組工法（在

来工法）は停滞した。また，２１世紀を目前にして，「市場原理」 ・「競争原理」を基とする住宅産

業ヒシ ョンが先導し，非在来工法による大手住宅企業の町場へのシェア拡大が追求される状況で

は， 町場仕事の木造軸組工法に生きる大工 ・工務店の将来は，決して安定的なものとはいえない 。

　しかし，１９８０年代から９０年代にかけて進んだ注目すべき事実は，中小規模地方自治体での木造

住宅建築の安定的な展開であ った。こうした展開は，地域の住宅市場を構成する地場の大工 ・工

務店の取り組みと地方自治体との一定の共同行動による成果でもあ った。その意味で福祉を含む

大工 ・工務店と地方自治体との協力は，介護問題も含めて今後，一層大きな意味をもつようにな

ろう 。なお，中小規模地方自治体のもとで安定的な住宅供給が展開をみた一方で，県外需要に依

拠した多くの第３セクター方式なとによる「産直住宅」は停滞を余儀なくされているのは教訓的

な意味をもつ 。

　木造年問建築戸数７０万戸の過半が人口１５万人以下の中小規模地方自治体のもとで供給されてい

る事実は，そうした地域に地域住宅市場が安的的に展開していることを示すものである。こうし

た住宅市場の拡大こそ，住宅問題の解決にとっ て， 今後，必要不可欠なものである。また，安定

的な展開を支えた大工 ・工務店の運動は，個別の家づくりから一歩前進し，住民本位の地域づく

りを進める運動に展開することが望まれる。その際，「地方自治の本旨」から地方自治体のあり

方を明らかにするとともに，民王的な地域住宅市場の確立の原則にたった地域住宅産業構築の方

向を検討すべきである 。

　２）　こうした方向の具体化には，健康で安全な住宅を求める国民的な要求に依拠し，国内林業

との提携を拡大することが不可欠である。国民の住宅に関する要求を生かす上で重要なのは，地

域性重視の視点である。そのために，オー プンシステムである木造軸組み工法の特長を生かし
，

第１に現在は全国一本の建築基準法に地域性を反映させ，その地方版を制定することが必要であ

る。 第２に同様に農林規格の地方版を制定し多様な建築工法に合致した木材製品の生産を可能に

することが必要である。第３に住宅に関する主権を確保する立場から，木材についてもセーフカ

ード発動を検討し，部分的に進んでいる大工 ・工務店の林業者との提携関係と共同事業をさらに

前進させ，国内林業の発展を求めることが必要である。第４に住宅に関する取り組みの弱さを国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
際的な特異性とする我が国の生活協同組合に関して，生協と大工 ・工務店，林業関係者等の協同

組合との協同組合間提携を実現する道筋を検討すべきである 。

　なお，在来工法住宅の機能的特徴である，（もっとも環境適合的といえる）日当たりと通風 ・通気

性の良さという機能の発揮は，集合住宅中心の密集地では期待できないものである。その意味で ，

木造建築の拡大は土地問題の解決なしにはありえないのであり ，この点でも中小規模地方自治体

の役割は大きい 。

（６８２）



経済国際化と日本の住宅 ・林業問題（菊問） ５９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）　日本住宅会議／ハビタ ット日本ＮＧＯフォーラム編『住まいは人権』かもがわブ ックレ ット１０７ ．

　１９９７年
。

２）国土庁長官官房参事室編『居住問題に取り組むハビタ ット』大蔵省印刷局 ，１９９８年 。

３）　日本住宅会議編『住宅白書１９９８一住まいと健康』ドメス出版，１９９８年，８８頁 。

４）同注３），２０５～２０６頁 。

５）同注３），８７～８８頁 。

６）坊垣和明「３ ．日本の住宅構造」（厚生省アレルギー総合研究事業「住宅班」『アレルギーと住環境

　一アレルギーにならないためとアレルギー症状を軽くするための住まい方マニュアル』（財）ビル管

　理教育センター １９９６年，４～５頁）

７）「耐久消費財が国民の生活様式にめざましい変化を引き起こすことになっ た第一の理由は，耐久消

　費財の腐朽それ自体がまず伝統的な生活様式のスクラ ップ ・アンド ・ビルドをおしすすめる性格をも

　っ たことである。たとえば，ルーム ・クーラーの普及には，わが国の従来の住宅建築様式，とくに障

　子やフスマが障害となっ た」（成瀬龍夫「戦後日本資本主義と国民生活様式」『日本資本主義と国民生

　活』講座今日の日本資本主義９巻，大月書店，１９８２年，１５頁）。 なお，この点については，我が国の

　住宅建築様式（在来工法住宅）と林業の関連を分析した拙著に詳しいので，参照されたい（菊問満

　『地域住宅市場の研究一在来工法住宅と日本林業』日本林業調査会，１９９４年）。

８）戸谷英世氏は輸入住宅促進の立場からではあるが，つぎのように指摘する。「アメリカから日本市

　場に紹介された衛生器具（バスルーム機器，引用者）は，デザイン，色彩，付属する金物などのすべ

　ての分野で先進的であ った。しかし，日本国内での拡大を阻止したのは，水道関連国内法規とその運

　用にあ った。水は国民の安全衛生の基本という建前で，水質，水圧の相違をとりあげ，工事業者の免

　許制と器具の許認可権の裁量畦を使って，事実上の国内普及を阻止したのである。これが非関税障壁

　として欧米諸国から厳しく批判されているものである」（戸谷英世『輸入住宅 ・四つの革命一ポスト

　バブルの住宅産業戦略』井上書院，１９９４年，１８６頁）。 なお，１９９８年度の水道法の改正により ，この許

　認可制度は廃止された 。

９）岡島孝雄『建材需給の仕組みと影響』東洋書店，１９８２年 。

１０）建設省住宅局木造住宅振興室監修『２１世紀の地域住宅産業一木造住宅の新たな展開方向』日本林業

　調査会，１９９７年，１２頁 。

１１）林野庁監修，林産行政研究会『木材需給と木材工業の現況（平成９年度版）』黄帆杜，１９９７，３１０頁 。

１２）早川和男『居住福祉』岩波新書５２７．１９９７年，２０３～２０７頁 。

１３）建設省住宅局監修『住宅 ・建築ハンドブ ック（１９９８）』日本住宅協会，１９９８年，３９１～３５６頁 。

１４）巽和夫『地域住宅産業の課題と展望』全建総連ブ ックレ ット７ ．１９９８年，３頁 。

１５）建設政策研究所，中小商工業研究所共編『建設産業の現在一地域に根ざし国民とともに歩む』東信

　堂，１９９７年，３２０頁 。

１６）「カナダの地場の優秀な建築業者に，その年間建設戸数を尋ねたところ，一○戸に満たないという」 ，

　「カナダの多くの建築業者の場合，常用の労働者をもつ業者は，デベロッパーと一体になっ て， 継続

　的に相当数の住宅を建設する大規模業者に限られる。一般の中小建設業者は，家族経営的で，大体三

　人の経営陣で実施されている」（戸谷英世『アメリカの家 ・日本の家一住宅文化比較論』井上書院 ，

　１９９４年，２０７頁），「日本の場合，アメリカには存在しないような巨大なハウスメーカー が存在する反

　面，アメリカのホームビルダーに相当する住宅建築業者は，各ハウスメーカーや建材業者の系列に組

　み込まれていて，系列ごとに完全に分断されている」（同２２１頁）。「北米のホームビルダーは，年問五

　戸程度の小規模経営が圧倒的多数を占めていて，それでいて，日本の小規模住宅建築業者がや ってい

　るようなプレカ ット材の採用，パネル化などの機械化による省力化を採用しようとはしない。機械化

　は固定経費を膨張させ，職人の意欲を失わせることを知 っているからである」（戸谷，同注８），１６０

　頁）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８３）



６０　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

　１７）「林野３法」を詳解したマニュアルである『新たな林業 ・木材産業政策の基本方向一林業　木材産

　　業の再生への処方菱から林野３法へ』（林野庁林政課 ・企画課監修，地球社，１９９６年）には，法案策

　　定に当た って林野庁長官（当時）の職員への，率直な講話が載せられている。「今更，昭和３６年に遡

　　 って，外材輸入自由化のとき何もやらなかったことを反省し，輸入規制やろうとかセーフガードを設

　　けようなんて無理な話でございます」（９頁），「川上から川下に安定的に材を供給するためには，ど

　　うしても森林施業を大規模にや っていく必要があります」（１２頁），「林野三法をうまく駆使すれは ，

　　一番大きな山主は国有林なんですから ，メリットを一番受けるのは国有林であるといえます」（２８頁）。

　１８）　『建築知識』４５２．１９９５年１月 ，１２４～１２５頁
。

　１９）「（地域型住宅の，引用者）さきがけとなっ た秋田をはじめとして」（同注１１），２９１～２９２頁）。

２０）帝国データバンクは「今年は第三セクター倒産元年」とし，その代表例に２月の秋田県木造住宅を

　　あげている（「しんぶん赤旗」１９９８年１０月１６日）。 また，バブル期に設立された第３セクターは５千と

　　もいわれ，マスコミなどの調査ではその７割が赤字であり ，「多くが地域振興に名を借りた私的営利

　　事業体であることが鮮明になっ ている，破綻処理で税金が投入され住民に被害がしわ寄せされている
，

　　自治体関係者が誰も経営責任をとっていないこと，自治体の財政危機に拍車をかけている」との研究

　　者の発言を紹介している（「しんぶん赤旗」１９９８年１１月１０日）。

２１）巽和夫氏は，大手住宅メーカーの住宅供給システムは各社間で互換の不可能なクローズドシステム

　　である。一方，これに対し在来工法は各業者間に互換性のあるオープンシステムであ って，互換性が

　　必要となるこれからの社会にとっ て， この特徴を新しい形で維持して行く必要性を強調している（同

　　注１４），１９～２０頁）。

２２）この点に関し，西山卯三氏は次のように指摘した。「一九六○年に設立された『勤労者住宅全国協

　　議会』は，（中略）国に，大量の公共住宅を建設することを要求したが，同時に労働者の自主的な住

　　宅建設組織として住宅協同組合の整備を目指した。また，五八年に設立されていた（財）日本労働者住

　　宅協会も ，一時『住宅生活協同組合』の設立をもくろんだが，結局六六年に設立された『日本勤労者

　　住宅協会』の受託団体として，一般の不動産業者とかわらない分譲住宅の供給機関になっ てしまっ

　　た」（西山卯三『すまい考今学一現代日本住宅史』彰国社，１９８９年，４４０頁）。

（６８４）
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